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入札を次のように行いますので、入札参加を希望する者は技術資料を提出してください。 

 

１ 対象工事 

(1) 工 事 名 

(2) 路線等の名称 

(3) 工 事 場 所 

(4) 工 期 

(5) 本工事は、技術提案を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者

を決定する総合評価(簡易型)落札方式の工事です。 

(6) 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受付ける「契約後ＶＥ」の対象工事で

す。 

 

２ 技術資料の提出を求める対象者は、次に掲げる要件を満たさなければならない。 

(1) 愛知県建設部が発注する建設工事のうち、土木工事業に関する競争入札に参加する

資格を有する者で、技術資料の提出日から当該工事の入札日までの間、愛知県建設工

事請負業者選定要領に基づく指名停止を受けていないこと。 

(2) 技術資料の提出日から当該工事の落札決定までの間、「愛知県が行う契約からの暴

力団排除に関する合意書」（平成１９年３月１５日付け愛知県知事等・愛知県警察本

部長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。 

(3) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定により、土木工事業に

ついて特定建設業の許可を受け、かつ、愛知県内に主たる営業所を置き、当該営業所

で土木工事業を営んでいること。 

(4) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

(5) 平成１８年度及び平成１９年度の愛知県建設部における入札参加資格の認定におい

て、認定された土木工事業の総合点数が○○点以上○○点以下であること。 

(6) 元請として、過去１０年間（平成９年４月１日から技術資料を提出する前日ま

で。）に次に掲げる同種工事を完了・引き渡した実績（以下「施工実績」という。）

があること。 

・○○の施工 

なお、共同企業体の構成員としての施工実績は、出資割合が２０パーセント以上の

工事に限るものとする。 

(7) 一級土木施工管理技士の資格を有し、技術資料を提出する前日までに元請けとして

完了した(6)に揚げる同種工事に経験を有する者を、専任の主任（監理）技術者として

配置できること。 

また、３千万円以上の下請を予定している場合は、土木工事業に係る監理技術者資

格者証及び監理技術者講習修了証を有する者を専任の主任（監理）技術者として配置

できること。 

 （専任とは、ほかの工事現場の「主任技術者」又は「監理技術者」及び「営業所の専

任技術者」との兼任を認めないことを意味します。） 
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(8) １(1)に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事

面において関連がある建設業者でないこと。 

(9) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づき更生手続開始の

申立てがなされていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の

規定に基づき再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づ

く再生手続開始の決定を受けた者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い認定を受

けた者については、更生手続開始又は再生手続開始の申立てをされなかった者とみな

す。 

(10) 入札参加を希望する者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資本関係又は人

的関係があるものの全てが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。） 

(11) 本工事に、経常建設共同企業体として技術資料を提出した場合、その構成員は、

単体として技術資料を提出することができない。 

(12) 愛知県建設部が発注した土木工事業に係る工事のうち、過去４年間（平成１５年

４月１日から平成１９年３月３１日まで）に完成・引き渡された工事の実績がある場

合においては、当該工事に係わる工事成績評定点の平均が６０点以上であること。 

(13) 技術提案が、競争参加者の技術的能力の審査をするために発注者が設定している

案以上の案であること。 

 

３ 総合評価落札方式に関する事項 

 (1) 総合評価落札方式の仕組み 

   本工事の総合評価落札方式は、標準点（発注者が設定している競争参加資格要件を

全て満たしている場合に付与する点数）に加算点（入札参加者の技術提案に応じて付

与する点数）を加え、入札価格で除した数値（以下「評価値」という。）の最も高い

者を落札者とする方式とします。 

   なお、本工事の総合評価落札方式における標準点は１００点とし、加算点の最高点

数は４０点とします。 

（２）評価項目と評価基準 

   各評価項目について下記の評価基準に基づき加点します。 

   （ア）施工計画に関する事項（配点１５点） 

 評価項目 評価基準 加算点 

優 ６点 

良 ３点 

①施工上特に配慮すべき事項に対する対応１ 

可 ０点 

②施工上特に配慮すべき事項に対する対応２ 相対評価 ０～９点 
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（イ）企業の技術力に関する事項（配点１１点） 

評価項目 評価基準 加算点 

同種の実績３件以上あり ２点 

同種の実績２件あり １点 

①同種工事の施工実績（過去１０年：

平成８年４月１日から確認申請書を提

出する前日までに完了。）※１
同種の実績１件あり ０点 

８０点以上 ４点 

７５点以上８０点未満 ２点 

７０点以上７５点未満 １点 

②過去４年間（平成１５年度から平成

１８年度）に完了した県建設部発注工

事の成績評定点の平均点※２

７０点未満 ０点 

採用の実績あり ２点 

不採用だが評価された実

績あり 

１点 

③契約後ＶＥの実績の有無（過去１０

年：平成８年４月１日から確認申請書

を提出する前日まで。）※３※４

上記２項目に該当しない ０点 

２件以上の実績あり ２点 

１件の実績あり １点 

④優良工事表彰の有無（過去１０年：

平成８年４月１日から確認申請書を提

出する前日まで。）※３
実績なし ０点 

ＩＳＯ９００１または 

ＩＳＯ１４００１の認証

取得 

１点 ⑤ＩＳＯ取得の有無 

認証なし ０点 

※１同種工事：延長○○m以上の○○工法による元請としての工事、県発注工事以外の実績

も含める。 

※２過去の元請としての県建設部発注工事成績のうち、○○工事に関する成績の平均点。

過去の元請としての県建設部発注工事成績のうち、○○工事に関する成績のない者につい

ては、平均点扱い（７０点以上７５点未満） とする。 

※３県発注工事以外の実績も含める。 

※４契約後ＶＥの実績が特定ＪＶのものであるときは、第１構成員としての実績を求める。 
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（ウ）配置予定技術者の能力に関する事項（配点６点） 

評価項目 評価基準 加算点 

同種の実績３件以上あり ２点 

同種の実績２件あり １点 

①同種工事の施工実績（過去１０年：平

成８年４月１日から確認申請書を提出す

る前日まで。）※１
同種の実績１件あり ０点 

８０点以上 ４点 

７５点以上８０点未満 ２点 

７０点以上７５点未満 １点 

②過去４年間（平成１５年度から平成１８

年度完了）に完了した建設部発注工事の成

績評定から１件※２

７０点未満 ０点 

※１同種工事：延長○○m以上の○○工法による元請としての工事、県発注工事以外の実

績も含める。 

※２過去の元請としての県建設部発注工事成績ならば、工種を問わない。 

※２過去の元請としての県建設部発注工事成績がない者については、平均点扱い（７０点

以上７５点未満） とする。 

 

 

（エ）地域精通度地域貢献度に関する事項（配点８点） 

評価項目 評価基準 加算点

○○町内にあり ２点 

○○建設事務所管内にあり １点 

①地域内における本支店、営業所の所

在の有無 

上記２項目に該当しない ０点 

○○建設事務所管内で実績あり ４点 

県内で実績あり ２点 

県内で協定あり １点 

②過去５年間（平成１４年度から平成

１８年度）における災害協定等※１に基

づく活動実績の有無 

上記３項目に該当しない ０点 

○○建設事務所管内で実績あり ２点 

県内で実績あり １点 

③過去２年間（平成１７年度及び平成

１８年度）のボランティア活動実績の

有無※２
上記に該当しない ０点 

※１災害協定等には、休日・夜間においても発注者の要請により出動・作業する「緊急維持

修繕」・「雪氷対策」等を含む。なお、活動実績には、災害協定に基づく災害訓練を含む。 

※２企業として継続的に行っている活動実績を求めるが、２カ年度間の活動内容が同一であ
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ることは要しない。 

＊○○建設事務所管内の市町村は、○○市、○○市、○○町、○○町・・・の○市○町で

す。 

 

 (3) 評価方法及び落札者の決定方法 

   入札参加者の技術提案による評価項目を評価し、標準点及び加算点を付与し、次に

掲げる条件を満たす入札を行った者で評価値＝｛（標準点＋加算点）÷入札価格｝の

最も高い者を落札者とします。 

ア 入札価格には、技術提案を実施するのに要する費用を含んでいること。 

  イ 発注者が設定している競争参加資格要件を全て満たしていること。    

(4) (3)において、評価値の最も高い者が２者以上ある場合は、くじ引きにより落札者

を決定します。 

(5) ヒアリングについて 

  提出された技術提案又は配置予定技術者に対するヒアリングを行うことがあります。

行う場合、その日時・場所等については別途通知します。 

 

４ 技術資料の作成及び提出に係る事項 

(1) 技術資料の作成要領の交付 

(2) 技術提案関係図書の配布 

(3) 技術資料の作成及び提出方法 

 

５ 実施上の留意事項 

(1) 本手続においては、技術資料が提出されたことをもって、提出者に入札参加の希望

があるものとみなします。 

(2) 技術資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とします。 

また、特別な場合を除き、技術資料の差し替えは認められません。 

(3) 提出された資料は返却しません。また、提出者に無断で他の用途には使用しません。 

(4) 配置予定の技術者を配置することができないにもかかわらず入札した場合のほか技

術資料や添付資料等に記載した内容と異なる事実等が明らかになったときは、愛知県

建設工事請負業者選定要領に基づく指名停止を行うことがあります。 

(5) 参加要件を満たす技術資料の提出者が２者未満であった場合は、本件入札をとり止

めることがあります。 

(6) 特定の不正行為に対する措置 

ア 本件契約に関し、談合、贈賄等の不正な事実が判明した場合には、損害賠償を請

求します。また、損害賠償の請求にあわせて本件契約を解除することがあります。 

イ 本件契約に関し、妨害又は不当要求を受けた場合は、警察へ被害届けを提出しな

ければならない。これを怠った場合は、指名停止措置又は競争入札による契約若

しくは随意契約において契約の相手方としない措置を講ずるときがあります。 

(7) この工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０

４号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けら
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れた工事です。 

 

６ その他 

(1) 非指名理由の説明等 

(2) 技術資料の提出後、その記載等が不明確で確認できない場合には、説明（確認に必

要な追加書類の提出等を含む。）を求めることがあります。ただし、受付期間終了後

に書類の修正及び不備に対する差し替えには一切応じません。 

(3) 契約締結後の技術提案 

(4) ＶＥ提案の保護 

(5) 責任の所在 

(6) 配置予定の技術者について 

ア 落札者は、技術資料に記載した専任の配置予定の技術者を当該工事の現場に配置

すること。 

 イ 技術資料提出時に専任の配置予定の技術者が特定できない場合には、複数の候補

者を記入することができるが、その場合は、記載する全ての者が２(7)に示す経験を

有していること。 

 ウ 工事工期が重複する複数の工事に同一の技術者を配置予定の技術者とした技術資

料を提出する場合は、それらの工事の入札のうち一つの入札の落札者と決定された

時点で、それ以降に行われるその他入札は辞退しなければなりません。この場合は

直ちに、入札辞退届を提出してください。 

 エ 実際の工事に当たって、技術資料に記載した配置予定の技術者を変更できるのは、

病休、死亡、退職等の極めて特別な場合に限ります。 

(7) 設計書等の配布 

(8) 予定価格 

 (9) 指名競争入札通知書又は非指名通知書については、郵送により通知しますので、返

信用として住所、社名等を記載した長３号封筒に９０円分の切手（配達記録郵便を希

望する場合は３００円分の切手）を貼付し、技術資料提出時にあわせて提出すること。 

(10) 技術資料の作成及び提出についての問い合わせ先及び問い合わせ期間は、次のと

おりです。 

ア 問い合わせ先 

イ 問い合わせ期間 

 

 

次ページから申請書（１～３略） 

 6



４ 資格及び評価項目 

(1) 専任の配置予定の技術者氏名等 

会社名  

生年月日 

（年齢） 

年  月  日 

（才） 

技術者氏名  

一級土木施工管理技士の資格の取得年月

日及び登録番号 

年  月  日取得 

 第   号 

土木工事業に係る監理技術者資格証の当

初の交付年月日及び現在の交付番号 

年  月  日交付 

第   号 

工 事 名  

発 注 機 関 名  

工 事 場 所  

請 負 代 金 額  

工 期 

（ 内 従 事 期 間 ） 

年  月  日から   年  月  日まで 

（    年  月  日から    年  月  日

まで） 

従 事 役 職 名  

同 

種 

工 

事 

経 

験 

の 

概 

要 
工 事 の 内 容 

（工法、規模等を記載）

 

 

 

 

 

 

 

工 事 名 称  

発 注 機 関 名  

工 期  

従 事 役 職 名  

本工事と重複する 

場合の対応措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

申

請

時

に

お

け

る

他

工

事

の

従

事

状

況 CORINS への登録  有 ・ 無 
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(2) 同種工事の施工実績 

会 社 名  

工 事 名  

発 注 機 関 名  

工 事 場 所  

請 負 代 金 額  

工 期  

受 注 形 態 等 単体／共同企業体（出資比率） 

工

事

概

要 
工 事 の 内 容 

（工法、規模等を記載） 

 

 

 

 

 

工 事 名  

発 注 機 関 名  

工 事 場 所  

工 期  

受 注 形 態 等 単体／共同企業体（出資比率） 

工

事

概

要 
工 事 の 内 容 

 

 

 

 

 

工 事 名  

発 注 機 関 名  

工 事 場 所  

工 期  

受 注 形 態 等 単体／共同企業体（出資比率） 

工

事

概

要 
工 事 の 内 容 

 

 

 

 

 

工 事 名  

発 注 機 関 名  

工 事 場 所  

工 期  

受 注 形 態 等 単体／共同企業体（出資比率） 

上

記

以

外

の

同

種

工

事

実

績 

工

事

概

要 
工 事 の 内 容 
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(3) 施工上特に配慮すべき事項に対する対応 １ 

 

工事名： 

会社名： 

項 目 施工上特に配慮すべき事項に対する対応 １ 

設定主旨等 

本工事の発進立坑付近は中学校の通学路となっており、自転車や歩行

者の通行が多く安全対策が必要であり、また立坑を設置することで現道

の通行者動線が機能できなくなり、それに対応する通行者路の確保が必

要になる。 

そのため発進立坑付近での通行者、特に朝夕の通学生徒が集中した時

を考慮した歩道形態、動線確保、安全対策について記述すること。 

発注者が設定している標準案は配布図書に記載してあるとおりであ

る。 

 

施工上特に配慮すべき事項に対する対応１についての記述 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 施工上特に配慮すべき事項に対する対応 ２ 

 

工事名： 

会社名： 

項 目 施工上特に配慮すべき事項に対する対応 ２ 

設定主旨等

本工事は、現在供用中の第２東名高速道路の高架下での工事であるた

め、施工時における既存の高架構造物に対する安全確保が重要である。

工事施工にあたり、既存の高架構造物（橋脚・橋桁）それぞれに対する

接触防止対策について記述すること。 

 

施工上特に配慮すべき事項に対する対応２についての記述 
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(5) 過去１０年間の契約後ＶＥの実績の有無 

該当する所に○を記入 区分 

 採用の実績あり 

 不採用だが評価された実績あり 

 上記２項目に該当しない 

注・ＶＥの審査結果の通知書等（愛知県建設部の通知書等に限らない）を添付して、採 

用の実績あり、不採用だが評価された実績ありを確認できる資料を添付すること。 

・経常建設共同企業体の場合、いずれかの構成員の実績でもよいものとする。 

・ＶＥ提案を行った工事を特定ＪＶで施工した場合は、ＪＶの第１構成員であること。 

 

(6) 優良工事表彰の有無 

工事名 発注機関名 工事場所 工期 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

注）表彰通知書等（愛知県建設部の通知書等に限らない）の写しを添付すること。 

 

(7) ＩＳＯシリーズ認証取得の有無 

該当する所に○を記入 区分 

 ＩＳＯ９００１の認証取得あり 

 ＩＳＯ１４００１の認証取得あり 

 上記２項目に該当しない 

注）認定証の写しを添付すること。 

 

(8) 主任（監理）技術者の過去１０年間（平成９年４月１日から申請書を提出する前日

までに完了・引渡し）の同種工事実績 

工事名 発注機関名 工事場所 工期 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

注）・(1)に記載した工事の実績も、再度記入すること。 

・当該工事を配置予定技術者が担当したことを確認できる資料を添付すること。 
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(9) 主任（監理）技術者の過去４年間（平成１５年４月１日から平成１９年３月３１日

までに完了・引渡しした工事）の工事成績評定点実績（工種を問わず１件） 

工 事 名  

工事場所  

請負代金  

工 期  

評 定 点     点 

注）・愛知県建設部の発注工事に限るものとし、該当がない場合は無記入とする。 

・工事成績評定結果の通知書と通知書に示されている工事を配置予定技術者が担

当したことを確認できる資料を添付すること。 

 

(10) 過去５年間（平成１４年４月１日から平成１９年３月３１日まで）の災害協定等

に基づく活動実績 

協定等の締結

先 

 

協定等の年度 平成○○年度 

協定等の名称 ○○対策工事 

概  要

 

 

 

 

 

注）・上記の概要は簡潔に書き、活動内容を確認できる資料を添付すること。 

・災害協定等（愛知県を含む地方自治体と締結した、災害協定・緊急維持修繕・

雪氷対策契約等）が有る場合は、協定等の内容が確認できる資料を添付するこ

と。 

・活動実績は審査後に評価される。 

・経常建設共同企業体の場合、いずれかの構成員の実績でもよいものとする。 

 

(11) 過去２年間（平成１７年４月１日から平成１９年３月３１日まで）のボランティ

ア活動実績概要 

場 所 ○○市 

年 度 平成１７年度から平成１８年度まで 

概 要 

 

 

 

 

 

 

注）・愛知県内で継続的な実績がある場合に記述すること。ただし、活動実績は２

年間において同一内容である必要はない。 

・上記の概要は簡潔に書き、活動内容を確認できる資料を添付すること。 

・活動実績は審査後に評価される。 

・経常建設共同企業体の場合、いずれかの構成員の実績でもよいものとする。 
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【記載要領及び留意事項】 

１ ４(1)には、配置予定の技術者の氏名等を記載すること。 

(1) 掲示等において明示した同種工事の工事経験を１件のみ記載すること。 

(2) 経常建設共同企業体にあっては、掲示等において明示した同種工事の経験について

１人の技術者の工事経験を記載すればよい。 

(3) 技術資料提出の際には、次の資料を併せて提出すること。 

配置予定技術者の施工実績を証する資料として、次に掲げる書類 

(ｱ) ＣＯＲＩＮＳ登録済の工事実績 

記載した工事について、財団法人日本建設情報センター(以下「ＪＡＣＩＣ」とい

う。)の工事実績情報サービス(以下「ＣＯＲＩＮＳ」という。)における竣工時の

工事カルテ、同受領書及びＪＡＣＩＣに登録済みのＣＯＲＩＮＳ工事カルテ（竣工

時データ）の詳細アウトプットデータを添付すること。 

(ｲ) ＣＯＲＩＮＳ工事カルテの補足資料 

記載した工事の実績について、ＣＯＲＩＮＳ工事カルテでは判別しがたいと判断さ

れるときは、契約書等（工事名、発注者、契約金額、工期、社印、受注形態が共同

企業体である場合は出資比率及び同種工事と判別できる工事概要等を有する部分）

の写しを添付すること。 

(ｳ) 民間工事等でＣＯＲＩＮＳ未登録の工事実績 

記載した工事の契約書等（工事名、発注機関名、契約金額、工期、社印、受注形態

が共同企業体である場合は出資比率及び同種工事と判別できる工事概要等を有する

部分）の写しを提出すること。 

(ｴ) 従事確認の補足書類 

ＣＯＲＩＮＳ工事カルテ等で工事現場での従事を確認できない場合は、従事してい

たことが確認できる現場組織表等を添付すること。 

(4) 従事役職名には現場代理人、監理技術者、主任技術者等配置予定技術者が従事した

職名を記載すること。 

２ ４(2)には、掲示等において明示した同種工事の施工実績を記載すること。 

経常建設共同企業体として申請する場合で、当該企業体としての実績がない場合は、

構成員のうちの１者の元請としての同種工事の施工実績を１件だけ記載すること。 

技術資料提出時には、全ての工事について、施工実績を証する資料として前記１

(3)イに掲げる書類を添付すること。 

３ ４(8)には、配置予定技術者の同種工事実績を記入するものとし、添付書類の扱いは、

前項に準ずる。 

 

 以下略 
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ＭＥＭＯ 
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